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（iま し： め るこ ）   





づき、その中で、一つの焦点に絞ることにしました。   
それは、今、日本が直面している大きな披、「規制緩和＿」です。  
この波は、貿易面だけに留まらず、サー ビス部門や、一般生活にま  
でその影響を及ばしているのです。   
このゼミ論として取り上げるのは、その中に於ける保険分野につ  
いてですu 規制緩和の波及は、保険分野にまで至り、生命保険と損  
害保険の相互乗り入れという形で、大きくその基盤を揺るがせてい  










2月 3 日  
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（序 章）  





難となり、保険業法の抜本的見直しが不可欠となっていた。   
そこで、8 5年開催の学者・実務家委員からなる監督法生損保合  
同研究会が91年に「保険業法の在り方」をまとめ、さらに89年  
開催の保険審議会が9 2年に業法改正答申をまとめ、9 5年6月に  
法改正され、施行令、省令等を整備して、9 6年4月実施が決定し  
た。以下に、法改正の方向を示した保険審議会答申を中心に要約す  














に沿って法改正されている。   
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との相互乗り入れについては、弊害防止に留意しつつ検討を進める  





















●生繍優薫曽に上る難事僅   
遭  
●濃帯・膚托・旺＃による   
韻事義への事入  




． ●鑓抒・什托・証券集研へ   
の讐入  
●生相の一社事虞憫の   
1正し  
●ブローカーポ虞の導入   
●コンサルタント機能の天   
六  
●■■化対応サービス事の   
天稟  
●生損保兼官による醐高   
島の事樹ヒ  
●監書議員⊂上ろ焦燥商品   
の認可蠣の緩和  
●蕎晶舛雇力の強イL マー   
ケテイングの天稟   
●監書出鳥に上る僻綱畢   
の紘可精錬鞘  
●蜜甘当局に上る配当永野   
ポの緩和  
●講書醐の幹事暮玉潤ま   
の見正し   
●任官t彊の有効活用   
入・藷用  
●インカム配当康耶の見正   ●区分線環．鶉別勘定のヰ     し・含み益   ●牡■趣代金の壬曾零の改暮  
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（第 工 章）   
工  工  
生 名旨 保 険 と 手島 害 保 険 の 木目 互参 入  
19 9 5年5月に5 6年ぶりに全面改正された保険業法が、昨年  
4月に施行され、これによって、大きく保険制度は変わって行く。   
今回の改正の目的としては、金融の自由化・国際化等の保険制度  
を取り巻く環境の変化に対応すると共に、保険事業の健全性を確保  
することが挙げられる。   
改正は、①規制緩和による競争の促進 ②健全性の維持 ③公正  




エ  ー  Ⅱ  
木目 互 参 入 と‘ま   
これまで、我が国では、生命保険と損害保険は、引き受けるリス  
クや、保険期間に違いがあるとして、生損保の兼営は禁止されてき  
た。   











たのは、昨年10月のことであった。   
これまでの生命保険の募集については トー社専属性」という名で  
呼ばれ、生命保険の募集人は、一社の生命保険しか扱えないという  






くこと－が可能となった。   
エ  ー  III 
子 会 社 で の 販 売 古ニ ー＝＞ しヽ て  
子会社方式による参入は、図示すると下図のようになる。  
壬生教、カ先で㌧始ま5＆頒乳の裾且阜L  






え、危ぶまれた。   
ここで、一例として、日本生命と、明治生命の2社の方式を生保  
代表と して、見てみようと思う。   
日本生命は、社員4 3 5人、資本金3 0 0億円を投入して、損保  
子会社をつく り、自動車保険の査定網は、全国に、4 0か所を自前  
っく る意気込みである。子会社、普通親会社の販売網をそのまま使  
う。つまり、生保は営業職員が、自動車保険や火災保険を売り、損  




信たっぷりであった。   
当面、生保が狙うマーケットは既契約者であり、昨今、販売不振  
に陥っている生保にとっては、損保商品を扱うメリ ットは、かなり  
大きいそうである。   





して、無配当型の終身保険や養老保険の予定である。   
大手で、唯一見送った安田火災では、10％出資している米IN  
A生命の商品を売ることとした。（安田火災は、IN Aを買収する  





る「構成員契約規制」も外資系は、優遇されている。だからIN A  
を10 0％子会社に出来れば、安田火災は断然優位に立っという。  
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エ  ー  Ⅳ   
守 り の 木目 互 参 入   
当然の事であるが、攻めるだけでは、駄目である。いかにして、  
他社から、守るかも大きな戦略となる。   
特に、損害保険会社では、当初はかなり、自動車保険を、生命保  
険営業に奪われるという見解を示している。   
自動車保険は、事故処理で、真価が問われる商品である。  
（ちなみに、現在東京海上は、菅原文太を起用し、その事故の保険  
をアピールしている。）   
損害調査部門の確立があやふやな生命保険では、じきに、客が離  
れていく と私も思う。今後の生命保険の課題は、いかにして、この  
重要な損調部門を作っていくかにあるだろう。   
ただ、当面は、先ほど示した図にあるような、「激変緩和措置」  
が設けられ、更に表にはない“業界のしきたり”が参入障壁となっ  
て立ちはだかれる。   
参入規制が続く限り、市場拡大もままならず、既存客をペースに  
したパイの食い合いだけが、激しく なりそうである。  
エ  ー  Ⅴ   








強化していく ことが課題となる。  
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（第 Ⅱ 章）  






（これを届け出規制という）   
届け出の対象は、その後の大蔵省令により海上保険、航空保険、  














囲で整々することが出来るようになった。   
その制度の対象とされる分野については、その後の大蔵省令によ  
り、火災保険の内、保険金額が3 0 0億円以上のものとされた。   
以上の通り、届け出制の導入により、社会の変化や顧客のニーズ  
に合わせた商品内容の提供や料率設定をより一層、迅速に行うと共  
に、純率算定会制度の導入により、一層経営の合理化、 効率化を図  
り、経費等の圧縮に努めることが、ますます重要となってく る。  
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（第 Ⅲ 葦）  




















ており、大企業分野を中心に活動することが予想される。   
一方、従来、大企業を顧客としてきた代理店の中には、既に、ブ  
ローカーに負けないリスクマネジメ ント等の技術力や専門性を持っ  
ているところも多く存在しており、これらの代理店においては、競  
争上、技術力や専門性をより一層高めていく ものと思われる。   
また、我が国においては、欧米の大手ブローカーが提供している  
ロスコ ント ロールやク レームマネジメ ント、あるいはリ スク コ ンサ  
ルティ ングサービスについては、これまで主として損害保険会社が  
提供してきたが、これらの分野でも保険会社と大手代理店やブロー  











l   見よ性  不良鎖積   規ず   瓢箪性    収雇力   丑全性   諌●・ニ  

















17  平和  382  ＋十斗」三  藷  擾諒  半  拳享           二：≠‡、阻  ●チエ36■■  
75ト  
19  ＝＝  ＝【  36g            卦学ね      巨11声      ・二′24′一       ■■＿ナ．■■J 二l・ii」■⊥    ▲■■○ 一●「．■・ヽ－  ． ●へ  迅       ・∴99・  
20  日産  324  21    26  4   る7     77    32  39    3る   
外資  系   
順位  社名  総会得点  成長性  規構  勤中性  収益力  ニ ＝←＝  柳生     得点  平均点  ＃点  得点  神主  ヰ皇   
日  ソニーー   852  ■123  9ヰ∴      戸惑i∴■  ニ子方三   
2  セソン  固  0  糾  150  200  38  75   
3  プJl庁ンシ朝レ  481  ●■150  ・38’て＝    隷串  ●：  ご：：甘   
4  オリコ  4亜  95  口  97  87  91  7早 
5  アイ・工翼・‡イ  445  79  25  128■  176  37  叫   
6  ＝」コス  94  82  9  0  0  3  0   
くラン毒㌢グの見方〉  





点を算出している．軸は24才■の【ランキングの見方】を¢照してください．  ・ 
．て 
日の平均点．いすれもベストが冨く、ワーストが低い．合計1珊点黄点．  
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（第 Ⅳ 章）  



















成長性  不良債穐  札■  助平性  収益性  t全一往  踊●虞  
順位  損保会社名  ●  総合得点                   平均点  平均点  平均点  平均点  平均点  平均点  平均点   
山  薫京海上  745  120  100  100  150  77  159  39   
日  住友海上  645  131  97  47  127  102  103  寧8   
8  三井海上  598  123  97  51  109  78  101  39   
山  ジ＝イアイ  582  150  100  0  33  146  68  85   
日  安田火災  572  101  92  72  ．116  鱒  74  54   
田  日産火災  田  102  9畠  19  92  65  117  58   
ラ  日動火災  544  105  98  i2  86  36  14年  41   
8  同和火災  535  91  92  17  89  89  120  37   
富  大束京火災  528  102  85  30  87  91  82  5I   
10  日本火災  囲  85  91  畠5  114  67  91  鱒   
山  大同火災  個5  125  100  0  52  80  115  23   
12  オールステ・ト  493  158  100  0  17   82  77  67   
1う  千代田火災  ・488  100  ‘95  28  99  51  79  36   
14  ＝〕：＝  486  121  71  3  84  64  106  37   
田  葉栗火災  475  97  83  13  75  141  27  鱒二   
田  …雲…・…・  455  93  由  25  80  46  78  芦リ   
田  日新火災  445  70  90  田  71  45  105  53   
田  富士火災  412  91  78  28  55  － 86  50  j2   
田  第丁火災  399  94  糾  田  41  1や7  、19  阜   
2【I  大成火災  384  75  87  7  51  61  65  田  
21  
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（第 Ⅴ 葦）  
最 後 るこ   
生命保険の40万人の職員の3分の1以上が、損害保険を同時に  
売る能力のある人だという0 販売は、自動車傷害保険が中心となる  
のだ。   
開発力がつくまでは、在来型の商品主体になると思う0 損害保険  
は米国と比べ、普及の余地がある。   
日米保険交渉における米国側の要求の実体は、傷害、疾病を中心  
とする第3分野での、ある特定会社の売り上げの確保が本音と言わ  
れる。   
しかし、第3分野の自由化は、国民にとって非常に重要だ。競争  
原理の導入が遅れたならば、消費者の利益が損なわれてしまう0   
損害保険は、11社が生命保険に参入することになった0 特に上  
位会社は、企業発展の為には、新たなビジネスに取り組まなくては  
いけないと思っている。相互参入で、セールス合戦が起き、業界が  
活性化することは、国民のためにプラスになる0 ただ、選択の幅が  
広がるのだから、消費者もしっかり判断する必要が出てくる0   
保険料率の自由化について、激変緩和措置が取られることは、や  
むを得ないが、行政だけでなく、業界も一緒になって見直しをどん  





少になっている。   
このような伸びの低下は、金融面から見た場合、保険も例外では   
ない。   
保険会社が、この状況をブレークスルーにする為には、生損保相  
互乗り入れの他、将来としては、証券などを含め、カルチュアの多  
様化を進めることも必要となるようだ0 この点で、今回政府が規制  
緩和の主要点としている金融持株会社制度を、どの様に活用するか  
各社が戟略の選択の幅を広げる為にも、この制度の早期導入が望ま   
れる。   
取り敢えずほ、子会社による参入ということで数は、増えるが、  
122   
金融持株会社制度の活用などにより、いずれ数は少なくなる方向に  
進むだろう。   
なお、保険業法改正で意図された規制緩和などについて、大蔵省  
の現場での対応が必ずしもうまく いっていないという声もあるが、  
これについては、官庁側の反省と共に業界も従来型の思考を改め、  
自主規制をしないで率直に行政に言うことが大切だと思う。   
また、ディ スクロジャーについても、金融期間の内容を判断する  
のに最も重要な不良債権のディチクロジャーは、保険会社の健全性  
確保に寄与するものであり、積極的に進めていく ことが妥当である  
と思う。  
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